
国家公務員退職手当の支給の在り方等に関する検討会（第２回） 

平成１９年１２月２１日（金） 

 

 

【塩野座長】  それでは時間になりましたので、始めさせていただきます。 

 本日の第２回会合の予定でございますが、民間企業と地方公務員の退職金制度の実態に

つきまして、財団法人労務行政研究所の園田調査室長兼編集部長と、総務省自治行政局公

務員部の前田給与能率推進室長をお招きしております。それぞれについてヒアリングを行

い、その後に前回の会合において委員からご要望・ご指摘のあった件について事務局から

説明いただき、さらに意見交換を行うと。そういう次第を予定しております。 

 それではまず最初に議事次第の２つ目、民間企業における退職金制度につきまして、ヒ

アリングに先立ち、事務局から概要の説明をお願いします。 

【中島参事官】  それでは、後ほど、労務行政研究所のほうから詳しいご説明があるか

と思いますが、政府のほうで把握しております、民間企業の退職給付の調査の概要につい

て、簡単にご説明させていただきます。 

 資料１－１、最近の調査といたしましては、昨年１１月に人事院により民間企業退職給

付調査というものが行われ、公表されております。それによりますと、企業規模５０人以

上の民間企業で回答のあった企業のうち、退職給付制度のある企業は９２％であったと。

そのうち企業年金と退職一時金両方ある企業が４４％、企業年金のみの企業が１４.５％、

退職一時金のみの企業が４１.５％と。こういう状況でございました。また、その調査の中

で、退職給付制度をどういう理由で設けているのかというものがございまして、それによ

りますと、一番多いものが「老後の生活保障」、次が「長期勤続の促進」、その次が「優秀

な従業員の確保」といったものでございました。その下でございますが、退職給付の支給

平均額、これは勤続年数によって非常にばらばらになりますので、この調査の中では、退

職者が最も多い層ということで例示がなされております。定年についていいますと、勤続

４１年、平均いたしますと２,７０６万８,０００円と。その内訳を見てみますと、企業年

金、これは将来に向かってもらうものを退職時の現価に割り引いた金額が１,５９６万５,

０００円、ただしその中で選択一時金ということで、年金を退職時に受け取ったものが５

３３万円と。一方で退職一時金の平均は１,１１０万２,０００円であったということでご

ざいます。同様に、会社都合でやめた者の中では、勤続３２年というところが一番多い層
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でございまして、その平均が、ここにありますように２,９６６万円。そのうち、企業年金

現価額が１,３２５万円、うち実際には選択一時金で払われたものが４２５万円。また退職

一時金が１,６４０万円というようなデータでございます。詳しくは、今回お配りしている

資料の一番下に青い冊子がございますので、ご関心のある方はまた後ほどご覧いただけれ

ばと思います。 

 続きまして、資料１－２でございます。民間企業における退職金の支給制限ということ

で、これは総務省の人事・恩給局が民間に委託調査をしたものから作成した資料でござい

ます。今年１０月に調査票の送付を行っておりまして、今回、この会議に間に合わせるべ

く、１０月末時点で回答のあった企業の回答票の中で、懲戒解雇・諭旨解雇時の退職金の

支給に関する設問に回答した５７８社について、中間集計をした結果でございます。また

後ほど、労務行政研究所のほうから同様の調査で、より詳細なものが出てまいりますので、

こちらのほうは簡単にご紹介させていただきますと、まず懲戒解雇時においては「全額不

支給」とお答えになった企業が５６.７％と。次が３０.６％で「個別に検討」を行うと。

一方、諭旨解雇時については、回答企業の５６.９％が「個別に検討」、１５.１％が「全額

支給」という回答状況でございました。一番下のところに、懲戒解雇時に「個別に検討」

すると回答した企業につきましては、電話で一部の企業２４社について追跡調査を行って

確認したところ、原則として退職金不支給としている企業が半分、減額支給規定のある企

業が１９社、実際の決め方としては懲罰委員会といったような社内の委員会を設けて対応

を決定している企業が半数と。その際に、せっかく電話調査したものですから、返納規定

のようなものがありますかと。この２４社について、そのような質問をしましたところ、

１社から、そういった規定があるという返答がございました。それが次のページでござい

ます。 

 まずこの会社の概要を少し申し上げますと、東証一部上場の大企業でございます。まず

その会社の不支給についての規定でございますが、「次の各号の一に該当するときは退職

金の全部又は一部を支給しないことがある」という規定がございまして、（１）のところが

「懲戒処分により解雇又は諭旨退職とされたとき。」（２）ですが、「（１）の処分を受ける

べき行為のあった者が、その処分前に死亡したとき。」という規定が既にございました。

（３）ですが、「別に定める通常の退職手続によらず退職し、会社に著しい不利益を与えた

とき。」これは具体的には、別の社内規程で定められた手続によらずに退職した場合という

ことでございます。下のほうに、この規定を設けるに至った経緯についてヒアリングした
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状況を書いてございますが、（１）については３０年ほど前から、（２）については２０年

ほど前からある規定だそうですが、もう前のことですので、導入の背景についてはよくわ

からないということでございました。それから、私どもにとって関心の高い（２）の死亡

したときに払わないという規定については、実際には適用されたことはないということで

ございました。その次の３つ目の・ですが、どういった手続で不支給とするのかといろい

ろ聞いてみましたところ、まずは一般的には、社会的事件として発覚、あるいは外部から

の情報提供、内部調査等で明らかにされた事由に基づき、社内に設けます委員会を開催し

て、本人に弁明の機会を保障した上で、顧問弁護士の意見等を聴取しつつ判断を下すとい

うことですが、（２）の死亡した場合については、本人の弁明の有無にかかわらず、処分に

相当すると判断し得る客観的事実が確認された場合に限られるであろうということでござ

いました。 

 続きまして、下の２．ですが、「既に退職した者について、懲戒処分による解雇又は諭旨

退職に相当する在職期間中の不正行為が明らかになった場合には、退職金の全部又は一部

の返還を求めることができる。」ということが規程に盛り込まれておりました。この規程は

最近３～４年前に、この規定を入れるために改正をしたということではなく、ほかの退職

金の計算方式の変更の際に合わせて、当時、どのような規程をつくろうかと検討した資料

の中にあった、いわゆる退職金規程の「ひな形」に入っていたので、それをそのまま導入

したということでございます。この規定を入れるにあたっては、懲戒処分自体、この会社

ではきちんとやっているので、組合等から特段の異論はなかったということでございます。

ただ、今までのところ、実際にこれに基づいて返納を求めたような事例はないということ

です。その下、手続についても聞いておりますが、今までに事例がないので、こういうこ

とであろうということですが、個別の事案ごとに顧問弁護士の意見などを聞きながら、担

当部署、法務部とか人事部等において非違行為の程度を勘案して、退職金返還の要否を検

討して、必要な場合は本人と返還交渉を行うと。本人が拒否した場合には、場合によって

は訴訟を起こすということになるのではないかということでございました。なお、注です

が、この規程自身、会社の規程そのものではなく、一部変更を加えております。 

 次に資料１－３でございます。これは、この後の労務行政研究所からの報告の中で、民

間においては、いろいろなモデルケースの場合に、どのような懲戒措置を行っているのか

という資料がございますので、国家公務員の場合はどうかということで、ご参考までに作

成したものです。必要があれば、また後ほどご説明をいたしたいと思います。私からは以
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上でございます。 

【塩野座長】  今の説明につきまして、ご質問があればどうぞ。 

 私から一つ、３ページの返還についてのコメントで、当時、検討した資料というのは、

これはそういう「ひな形」みたいなものがどこかにあったということですか。 

【中島参事官】  この会社が当時見た本の中に、モデル規程というのがありまして、そ

の中に、このような条文がそのまま入っていたというものでございます。 

【塩野座長】  その本は？ 

【中島参事官】  実は労務行政研究所の本でございます。この後、これと同じような、

まさにこういうケースにはこういう規定を設けたらいいというご説明がございます。いず

れにしても、このときにも、まさに労務行政研究所の当時のひな形を見て作られたという

ことのようでございます。 

【塩野座長】  わかりました。 

 それでは続きまして、議事次第に沿いまして、民間企業における懲戒制度と退職金につ

きまして、お手もとに資料２が届いていると思いますが、財団法人労務行政研究所の園田

調査室長兼編集部長からご説明を伺いたいと思います。最初にご紹介をお願いしましょう。 

【中島参事官】  それでは私のほうから、労務行政研究所について簡単にご紹介をさせ

ていただきます。 

 財団法人労務行政研究所は昭和５年に設立され、昭和２４年に、当時の労働省より、公

益法人として許可をされております。主な事業といたしましては、今回のヒアリング資料

にもなっております『労政時報』を月２回発行しておりますが、この『労政時報』は人事・

労務に関する情報をタイムリーに掲載し、人事関係者にとっては貴重な資料となっており

ます。戦前以来７４年の歴史を持つ国内有数の長期刊行紙として定評のあるところとなっ

ております。また出版事業のほか、関連の調査研究、人事制度コンサルティングなども行

っていると承知いたしております。私からは以上でございます。 

【塩野座長】  はい。それでは、園田さん、どうも今日はお忙しいところをお出でいた

だきまして、ありがとうございました。最初に２０分程度とお願いしてあるかもしれませ

んが、厳格にお守りいただかなくても結構でございますから、いろいろお知りの点をここ

でご紹介いただければと思います。それではよろしくお願いいたします。 

【労務行政研究所（園田）】  ただいまご紹介にあずかりました労務行政研究所の園田と

申します。よろしくお願いいたします。 
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 今、お話にございましたように、私どもは『労政時報』という人事労務担当者向けの本

を長らく出しておりまして、これを通して人事労務担当者の必要としている情報を提供す

ると。そういうことで仕事を続けてまいっております。今回は、そのいろいろある調査の

中で、民間企業における懲戒処分の部分についてお話をということで承ってまいりました

ので、ご関心の中心的な部分かと思われるところをご説明申し上げます。 

 お手もとの資料２－１、７ページから始まる部分は、これはプレス発表資料で、ごくか

いつまんだ部分なので、資料２－２、ページで申し上げますと１０ページからご説明させ

ていただきます。 

 これは実際に私どもが出している『労政時報』の今年の９月２８日号の紙面の拡大コピ

ーです。実際はＢ５版で出しておりますので。調査要領なのですが、１１ページの下にご

ざいますように、調査対象としては全国証券市場の上場企業、この上場には新興市場も含

んでおりますが、及び上場企業に匹敵する非上場企業、ご承知のように大きな有名な企業

でも上場していらっしゃらないところがございますので、それを含めて４,１７０社に調査

票を発送しております。調査時期は今年５月３０日～７月２日で、集計の対象としては、

ご回答いただいた１２１社と。私どもは民間の企業でして強制力もないので、とても少な

いのですが、全体の３％ぐらいでございます。回答の規模区分は下のとおりでございまし

て、全産業を見ていただくと、１,０００人以上、３００～９９９人、３００人未満と、お

おむね均衡していると。ちょっと大企業寄りではございますが、特に母数として問題にな

るほどの偏りはないと思っております。こういったご回答企業の内容についてご説明いた

します。 

 まず、１２ページ、懲戒段階の全体像なのですが、「懲戒段階と種類」ということで、ま

ず、段階数で多いのは６段階ということですね。図表１、下にございますが、最も多い６

段階が規模計で４１.３％、続く５段階が２８.９％となっております。その具体的な中身

を見ますと、その上にありますように、４段階だと譴責、減給、出勤停止、懲戒解雇。５

段階だと、譴責、減給、出勤停止、諭旨解雇、懲戒解雇。６段階では、これにさらに降格・

降職というものが加わり、６段階ということでございます。いずれも懲戒解雇を含んでお

りまして、右下の図表２「懲戒の種類」というところで、各企業様に、実際に設定されて

いる懲戒の種類についてご回答を複数回答でいただいていますが、懲戒解雇については、

どの段階を見ても１００％、すべての企業が懲戒解雇という種類を設けているということ

でございます。 
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 次のページにございますように、「懲戒の種類の実施パターン」で見ますと、こんな形で、

先ほど申し上げた６段階の中でも、譴責、減給、出勤停止、降格・降職、諭旨解雇、懲戒

解雇というものを６段階で設定している企業が多いということでございます。 

 以上が懲戒の大枠なのですが、ご関心の対象は退職金とのことなので、少しページを飛

ばしまして、２３ページをお開きいただけますでしょうか。ここに「解雇における退職金

の支給状況」というものを調べております。まず「解雇における退職金の支給状況」なの

ですが、「全額支給しない」は諭旨解雇では５.８％なのですが、懲戒解雇では７５.０％に

なるということです。懲戒処分としての解雇には諭旨解雇と懲戒解雇の２種類があります

が、それぞれについて退職金を支給するかどうかお尋ねしたところ、こんな形の答えでご

ざいます。本文中に、「なお、最近導入企業が増えている前払退職金や確定拠出年金につい

ては、退職時に清算して支給するものではなく、退職事由による減額や不支給の余地が原

則としてない制度といえるため、今回の集計では「退職金制度はない」に含めた」という

ことで、ここでは計上しております。 

 今の件について補足いたしますと、民間企業の多くは、まず退職金を自社の制度として

持っておりますが、その外部運用として、従来でしたら、適格年金制度、外部の信託銀行

等に預けて、そこで年金化しているのですが、この適格年金は本体の退職金規程に沿って、

懲戒解雇の場合、不支給ということであれば不支給にすることができます。この適格年金

制度は、今、移行期にあって、２０１２年３月末日までの期限で廃止になる制度なのです

ね。それにかわって確定給付企業年金と確定拠出年金というものが、それぞれ２００１年

１０月と２００２年４月に新たな年金制度として確立いたしまして、このうち確定拠出年

金というのは、あらかじめ拠出額を個人あてに、将来の退職金というか、退職年金にする

ために拠出して、各個人が自分に与えられた拠出額、実際は信託銀行等に管理されている

のですが、それを何で運用するか。定期預金で手がたくやってもいいし、投資信託を選ん

でもよろしいのですが、結局、将来、自分が受け取る――６０歳以上にならないと受け取

れないのですが――ときまで、個別にみずからの判断で運用して、将来受け取るというシ

ステムになっておりますから、普通の退職金とは異なって、いわゆる懲戒解雇だから、そ

れをなしにするというのは制度上できないことになっております。そのことを、ここの部

分では申し上げております。 

 ちなみに、３３ページに、私どものもう一つ、退職金・年金についてのみ調べた調査が

ございます。これの中で３５ページ、下に図表１がございまして、ここで「２００６年９
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月末現在における退職金・年金制度の有無」ということで聞いております。一番多いのが

「退職一時金・年金制度ともあり」ということで、自社に退職一時金を持っており、さら

に外部運用ということで年金制度を持っているという企業が多いと。これは先にご説明が

あった人事院調査ともほぼ整合している内容かと思います。 

 下のほうに「前払い退職金制度のみあり」というものがありますが、これは９８年から

松下電器などで、将来の退職金はもう廃止すると。ただ、その分、毎月の月例給与に少し

ずつ上乗せして払いますよと。そういう制度を松下さんが部分的に導入されて、一部の企

業が、将来の退職金を準備するためにはしかるべき利率で運用していかなければならない

けれども、そんな将来のリスクを自社で持つよりかは、前払いしてしまうほうがいいです

ねということで、ごく少数の０.６％に過ぎませんが、導入されています。 

 またその下に「退職金・年金制度はない」という会社も１０.１％ございまして、規模別

に見ますと、３００人未満では２７.６％と結構あるわけですね。昔は小さい企業でも、や

はり人材の獲得のために退職金制度を入れている企業はもっと多かったのですが、２００

１年３月期から、退職給付会計の導入に伴って、退職給付債務について積立不足があれば、

それは明示しなければならないという退職給付会計の導入に伴って、将来の退職金に備え

て、しかるべき利率で回すという管理が、当時、世の中の金利等も極めて低いものですか

ら、回す自信がないところは、この時期、２０００年代に入ってから、退職金をおやめに

なったところもあると。もちろん大企業のほうでは、そんなことはあまり行われませんで

したが、中小のほうで、あまり体力がないところでは、そういう判断もあったということ

で、３００人未満では一定数、「退職金・年金制度はない」というところもございます。 

 ちょっと退職金のほうの話にずれましたが、２３ページに戻っていただきまして、そう

いう前提で図表１５を見ていただきますと、「解雇における退職金の支給状況」という表で、

左側が諭旨解雇、右側が懲戒解雇なのですが、まず諭旨解雇では、「全額支給する」という

のが３８.４％と最も多く、「一部支給する」の２３.３％と合わせると、何らかの支給を行

うところは６割強というところです。「全額支給しない」というのは５.８％に過ぎないで

すね。これに対して懲戒解雇のほうを見ますと、「全額支給しない」が７５.０％、１,００

０人以上では８割にのぼっております。「全額支給する」という少数派の企業も３.３％と

一方にはございますが、大勢ということでは「全額支給しない」ということで、下の図表

１６の右を見ても、懲戒解雇では「全額支給しない」が圧倒的に多いことが見て取れると

思います。 
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 ちなみに「全額支給する」という会社については、一部、こちらもヒアリングを行って

おりまして、２４ページの上のほうに、「一方、懲戒解雇では「全額支給しない」が７５.

０％と４社に３社を占め、当然のことながら諭旨解雇とは一転、厳しい内容となっている。

「全額支給する」は３.３％、「一部支給する」は２.５％で、両者合わせても約６％にとど

まっている。なお、懲戒解雇にもかかわらず「全額支給する」という少数派の企業では、

『退職金としては全額支給、会社に被害を及ぼした場合は別途に損害賠償請求する。』『懲

戒解雇であっても自己都合退職金は支給することとしている』という話が聞かれ」ており

ます。 

 退職金の機能としては大きく３つ、功労報償という機能と、賃金の後払いという機能と、

退職後の生活保障の３つの機能があると言われて、従来、功労報償的な位置づけが多いも

のですから、当然、懲戒解雇事由等があった場合には廃止という企業が、先ほど見たよう

に７５％と多いのですが、ただ、アメリカなどでは、これはむしろ賃金後払いとか、退職

後の生活保障というとらえ方をするので、１９７４年にできましたアメリカの従業員退職

所得保障法、企業年金法、頭文字をとって、ＥＲＩＳＡという名前がついておりますが、

それによると懲戒解雇の場合の給付制限を違法であると定めていらっしゃる。そんなこと

もありまして、国際的な企業の中では、そういった判断をするところもあるということで

ございます。そういうことで、全額支給というところは規模計では３.３％、１,０００人

以上では６.７％と少数派ではあります。そういった判断をする企業は、今申し上げたよう

な考え方がバックにあるのではないかと思います。 

 さらに２５ページ、実際の懲戒処分の発生件数と実際の例です。どんな場合にどんな懲

戒処分があったかということで、実例に関して伺っております。「最近１年間における懲戒

処分の実際例」としては、譴責は１６社の合計で５７件、懲戒解雇は１２社の合計で１７

件発生しております。 

 具体的に懲戒解雇について見ますと、２８ページの上から８段目ぐらいですか。会社は

いずれも匿名で表示しておりますので、会社番号３とか、２２と書いてありますが、これ

は１社ごとという意味です。 

 一番上の３という会社では１件、社印を不正使用して処方箋を偽造し、向精神薬を大量

購入ということで、本人逮捕の上、有罪判決を受けたと。これに対して具体的対応では、

賞罰委員会にて懲戒解雇を決定したということでございます。２番目の２２番の会社は、

会社に対して１通の手紙を残して失踪と。その間、無届であったということですね。これ
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は無届で１４日間欠勤した場合には、これは労基法で定める解雇予告も要らないという通

達が別途あるので、こういった無届の長期欠勤に関しては懲戒解雇とする企業が多いとい

うことですね。３１番では下着の窃盗ですかね。この方は上級管理職という立場、会社の

近隣での事件発生、窃盗の対象物などから処分判断と。４９番は酒気帯び運転で検問を突

破し、さらに追突事故まで起こして逃走したということですね。これも弁護士さんに相談

の上、懲戒委員会に諮って、逃走したことが悪質で、情状酌量の余地なしということで懲

戒解雇と。５５番も刑法該当犯罪と。５７番は、通勤途上の電車内において、女性に対し

て卑猥な行為を行ったということでございます。８０番は不適切な経理処理ということで、

具体的対応にもあるように、１年前にも同様の不正行為を行い、降格処分を受けていたと。

９５番も、１年以上にわたる棚卸しの不正報告ということで、不正の期間と金額が多大で、

しかも過去に別件で懲戒処分を受けて間もなかったと。さらに１２０番も同様で、経理担

当者による売掛金の回収金、ギフトカードの横領ということで、禁錮以上の刑事上の犯罪

を犯したことにより処分決定したということでございます。 

 今申し上げたのは実際にあったケースについて調査票上で伺ったものなのですが、続い

て、その下の８で「３０のモデルケース別にみた懲戒措置」という部分では、私どもで、

こんな場合、御社ではどの段階の懲戒に該当しますか、ということで伺っております。文

章は２９ページにございますが、まずそこで概略を申し上げますと、懲戒解雇にするケー

スが最も多いのは「売上金１００万円を使い込んだ」という場合で７０.６％です。それか

ら、以下のようなものが多かったということで、２位が「無断欠勤が２週間に及んだ」が

６８.８％、これは先ほど申し上げたような労基法上の解雇予告も要らないという場合に該

当するもので、挙げていらっしゃる会社が多いと。それから「社外秘の重要機密事項を漏

えいさせた」が５４.１％ということです。 

 全体を一覧できるのが３０ページなのですが、左側にモデルケースが１～３０まで並ん

でおりまして、表頭には、それぞれの懲戒段階が並んでおります。右から３つ目が懲戒解

雇と判断する会社の選択割合です。①の「売上金１００万円を使い込んだ」というものに

関しては７０.６％で一番多いと。１０番の「無断欠勤が２週間に及んだ」が６８.８％と。

２０番「社外秘の重要機密事項を漏えいさせた」が５４.１％ということで多くございます。

以下続けますと、７番ですか、「終業時刻後に酒酔い運転で物損事故を起こし、逮捕された」

ということで４０.４％。それから２４番「社内で私的な理由から同僚に暴力をふるい、全

治１０日の傷を負わせた」が３８.５％。それから２９番「満員電車で痴漢行為を行ったこ
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とが被害者からの訴えで判明した」が３６.７％。あと２番と３番が同数ですね。２番「基

準を超える取引を独断で行い、会社に１億円の損害を与えた」が３４.９％。３番「取引先

から個人的に謝礼金等を受領していた」も３４.９％ということでございます。 

 ちなみに続く３１ページでは、同じようなモデルケースで直属上司に対して懲戒処分が

ありますかという問いでございます。直属上司の懲戒処分があるケースとしては、①「売

上金１００万円を使い込んだ」が９２.７％の会社が直属上司にも懲戒処分があるとしてお

りますが、処分の内容は譴責・注意処分が３８.２％、減給が３６.８％ということで、比

較的軽いほうの懲戒段階になっているかと思います。また３番の「取引先から個人的に謝

礼金等を受領していた」も６９.５％が直属上司にも懲戒処分を科すということにしており

ますが、やはり処分の内容は譴責・注意処分が６４.９％ということで、さほど重くないも

のになっております。あと直属上司で多いのは２０番ですか、「社外秘の重要機密事項を漏

えいさせた」が６８.３％と。これらは比較的多いのですが、あとは１４番ですか、「出張

に掛かった経費を不正に上積みして請求していたことが判明した」が６２.２％ということ

でございます。 

 今まで申し上げたところが私どもの調査の概要でございます。それからさらに、少し関

連する話題なので申し上げますと、３９ページをお開きいただきたいのですが、資料２－

４ということで、これは『労政時報』の記事の中で解説記事として、「リスクを回避する 就

業規則整備１０の知恵」というタイトルの記事で、いざというとき、何かあったときに慌

てないために、就業規則を確認・修正したらいかがですかというような記事でございます。

そのうち、今回の話題になるところだけを抜粋しておりますが、６番が退職後に不正が発

覚した場合の退職金返還について「問題点と解説」を読みますと、この前に懲戒解雇につ

いて書いているのですが、それを受けて、 

「労基法８９条３の２号により、退職手当についても就業規則において定めをする場合に

は、その要件を記載すべきところとなっているが、多くの場合、賃金規程あるいは退職金

規程を別に定め、詳細についてはそれらの規程にゆだねている場合が多いと思われる。 

 退職金に関しては、労働協約や就業規則、退職金規程等により支給要件が明確に定めら

れており、かつ、「労働の対償」として支払われている限り、労基法１１条に定める賃金で

あるとされている。（小倉電話局事件 最高裁三小 昭和４３.３.１２判決） 

 ところで、退職金の性格については、①賃金後払い説、②退職後の生活保障説、③功労

報償説などがあるが、懲戒解雇による退職金不支給規程の有効性の判断においては、これ
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らの性格が混在しているものと考えられており、懲戒解雇の理由によっては退職金に不支

給が許されないと判断されるケースもある。」 

 ということでございます。実際、判例でも、全額不支給というのは重きに失するという

ような判決もございます。 

「懲戒解雇の場合に、それがいかなる理由であろうとも、退職金の不支給、あるいは減額

支給が無条件に認められるものではなく、「それが社会的相当性の見地より見て合理的で

ある限り許される」ものであることに注意しておく必要がある。」 

 こういう前提の上で、ここではモデル規程として、退職金の不支給・返還の規程を退職

金規程の中で、こんなふうに設けてはどうですかと。「社員が懲戒解雇された場合、または

懲戒解雇事由に相当する行為があった場合には、退職金は支給せず、万一、支払済みの退

職金があった場合には、これを返還しなければならない。」ということで、解説は、設問の

ように、退職後に不正が発覚した場合、その時点で懲戒解雇を行い、退職金を支給しない

ことができるのかについて考えると、既に退職している社員については、当然ながら退職

により労働契約関係は終了しており、したがって就業規則に基づき懲戒解雇を行ったとし

ても無効となる。しかし、懲戒解雇事由と退職金不支給事由とは別のものであり、自主退

職の成立後に、会社が懲戒解雇の意思表示をして退職金の支払いを拒んだ事案で、「懲戒解

雇の場合の退職金不支給規定は、現に労働者を懲戒解雇した場合だけでなく、雇用契約終

了後に退職金不支給に相当するような懲戒事由が存在したことが判明した場合にも及ぶ」

とし、労働者側からの退職金請求を棄却した大阪地裁の判例や、退職金の支払いに関する

合意が成立した後で、在職中の背信的な行状、この場合は顧客データの流失等が発覚した

として退職金の支払いを拒絶した事案で、「その背信性次第では退職金請求が権利濫用に

当たることもある」とし、退職金請求を棄却した東京地裁の例などがあります。一方で、

退職金の支払いにつき、就業規則において「懲戒解雇された者には退職金を支給しない」

とする定めはあるが、「懲戒解雇事由が存在するときに支給しない」という定めがない場合、

懲戒の手続きによることなく退職した労働者には、退職後に懲戒事由の存在が明らかにな

っても、退職金請求権が発生するとされた事例、広島地裁の判決もございますし、また同

旨の東京地裁の判決もあることから、こんな場合に備えて、懲戒解雇事由に相当する行為

が存在するときにも、退職金は支給しないというのを規程に定めておきませんかというの

が、この解説の趣旨でございます。 

 冒頭、事務局が紹介された企業が参考にしたのが、たまたまうちの本だったようですが、
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私どもだけが言っていることではなくて、市販の別の弁護士の方が書かれた単行本等でも

ご紹介されているやり方ではございます。 

 私からのご説明は、主だったところは以上でございます。 

【塩野座長】  どうもありがとうございました。それでは、ただいまのご説明につきま

して、質問していただければと思います。なお、委員以外の方でも、人事・恩給局のほう

からも、どうぞ適宜ご質問されて結構だと思います。 

【阪田座長代理】  最後のモデル規程ですが、お作りになって数年経つのでしょうか、

そのわりにはと言うと変ですが、返還に関してはほとんど例がないのだと思うのですが、

それはどういう理由によるというお考えですか。 

【労務行政研究所（園田）】  これは私どもが言っていることでもなくて、この解説が出

たのは今年の１月２６日号なのですが、その前から、私どものＱ＆Ａのコーナーで、こう

いう場合についても退職金を支払わないこととしたいのだがとか、返還させたいのだがと

いう読者からのお尋ねに対して、弁護士さん等が答えた例はもっと前からありますが、し

ょせん大きな記事の中で、Ｑ＆Ａはわずか２ページぐらいで取り上げられたエピソードで

ございますので、また、こういった考え方を広く流布しようとか、そういうことでやって

いるわけではございませんので、記事を読まれて自社に照らして、これが必要だなとご判

断されたところのみ導入されているような現状ではないかと思います。ちなみに、この退

職金返還規定の導入率そのものは、まだ私どもも調べたことはないので、実態としてどの

ぐらいの導入率であるかはちょっとわからないのですが、冒頭の総務省のお調べによると、

やはり現状ではまだ少ないということでございましたので、実感としても、まだまだ少数

かなとは思います。 

【角委員】  懲戒解雇の手続は、大体、民間企業はどういう手続を踏んで懲戒処分をし

ているのでしょうか。 

【労務行政研究所（園田）】  それに関しては若干、この調査にもありまして、１５ペー

ジに「２ 賞罰委員会などの導入状況」というものがあるのですが、これは四角囲みにあ

るように、懲戒の実施にあたって第三者の意見や同意を得たり、労働者本人の弁明を聞い

たりすることにより、手続を適正に行うことをねらっているということですね。この賞罰

委員会などの有無については、下の図表６にあるように、「賞罰委員会などの審査（査定）

機関の有無」ということでは、規模計で７１.９％の企業が「あり」としております。特に

１,０００人以上の大企業では８４.４％にのぼり、より公正を期すために、こういった委
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員会を設けて厳正に判断しているということでございます。一方、３００人未満では、「な

し」がむしろ過半数の５１.４％を占めておりますが、大企業では、こういった手続を踏ん

でいらっしゃるところが多いと。もちろん賞罰委員会の前には、事実関係の調査とか、そ

ういうことを行うのは言わずもがなでございます。 

【角委員】  今のところの関連でもう一つ、おわかりになったら教えていただきたいの

ですが、何か社員が非違行為をして、懲罰をどうするか、処分を出すまでの時間というの

は、民間企業の場合はどのぐらいなのでしょうか。 

【労務行政研究所（園田）】  すみません。これに関しては調べたことがないのですが、

まあ、調査をするにあたって、事案によってはかなりの時間がかかるものがありますよね。

その間には、本人を一時、出勤停止にして、その間、２週間とかで調べて、金融関係で巧

妙にやっているような例などは、なかなか調べがつくまでには時間がかかることもあると

いうのは聞いたことがございますので、事案によっては、そういうことをされるケースも

あり、一方、もう単純明解な窃盗だとかということであれば、そういった調査期間はあま

りないので、賞罰委員会を経るにしても、それほどの時間は要していないようなのですが。

ケースバイケースということで。 

【阪田座長代理】  先ほどのお話だと、必ずしも懲戒解雇と退職金の不支給というもの

が自動的に連動しているということではないようですが、そうだとすると、退職金を支給

するかどうかというところは、また別途、社内で委員会をつくって検討しなければいけな

いですね。それは、この賞罰委員会があるようなところは、同じ組織で、この賞罰委員会

でやっているということでしょうか。 

【労務行政研究所（園田）】  この中で取り扱われるケースもあるかもしれないのですが、

すみません、ちょっと踏み込んで調べたことはないですね。 

【阪田座長代理】  園田さんの印象といいますか、そういうものでも結構ですが。 

【労務行政研究所（園田）】  この部分については情報が・・・。申しわけございません。 

【森戸委員】  角先生のご質問は、ケースバイケースとおっしゃったとおりだと思うの

ですが、たまたまこの資料２－２の判例というところにも載っているネスレ事件というの

は、事件があって７年後に懲戒処分をして、最高裁が長過ぎるといって無効にしたという

事件もありますので、これは極端な例ですが、やはり場合によっては、すごく調査に時間

がかかったといって処分を遅くしたりするような例はあると思います。これは最高裁にだ

めだと言われたのですね。だけれども、手続上、ある程度、そういう期間を定めている場
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合もあるのかなと思います。詳しいことはちょっと調べてみないとわからないです。 

 それから、阪田先生のおっしゃったのは、確かに懲戒解雇でも退職金をどれだけ出すか

は、また別問題だというのは労務行政研究所さんの調査でもわかるのですが、懲戒解雇を

するかどうかは懲罰委員会で結構厳格にやると思うのですが、金額自体を懲戒委員会で決

めているということはないでしょうし、金額のことについて別に委員会みたいなものをや

るということは多分、これは予想ですが、あまりないのではないかなと。つまり、懲罰委

員会とかは労使の代表とかも入ったりするときもあるので、金額は多分、経営サイドで決

めているのではないかなというのが私の印象です。 

【柳瀬委員】  実際、私が関与している企業は、最初に懲罰委員会にいきなり行くので

はなくて、人事の担当者がある程度下調べをして、こういう事実がありますと。そうやっ

て懲罰委員会を開くんですね。だから、人事の段階で相当調査をして、懲罰委員会と。懲

罰委員会で本人の弁明やなんかを聞いて、最終的に懲罰するかどうかを決めると。それか

ら退職金の不支給については、ほとんどそこで決めることはなくて、経営者側で判断して

決めるという、２段階の手続をとっているのがほとんどだろうと。私が知っている限りで

は、そんなイメージだと思います。 

【森戸委員】  ありがとうございます。それで肝心の質問は、労務行政研究所さんが調

査なさるときに、懲戒解雇と諭旨解雇について、これはこういう定義ですよとかというこ

とを決めていらっしゃるのか、それとも調査の上で、会社で諭旨解雇とか、懲戒解雇と呼

んでいるものを、そのままデータとしてとっていらっしゃるのか。その辺をお聞きしたい

のですが。 

【労務行政研究所（園田）】  定義を一応付しておりまして、１３ページの下にあります。

これは、この定義でやりましたと、この本文中にはどこにも書いてないのですが、一応、

この定義を付した上で調査を行っております。 

【森戸委員】  わかりました。ありがとうございます。 

【柳瀬委員】  こういう形で言葉はさまざまだろうと思うんですね。就業規則上に出て

くる言葉は。実際、内容的にはこうだと思いますが。 

【塩野座長】  今日のご報告は、この調査に基づいてのご報告だと思いますので、ちょ

っと調査から外れて、感触あるいは別の情報をお持ちかどうかということでお伺いをして

もよろしければ。つまり、返還の規定はほとんどまだないと。ただ、実態上、そういった

事例が、何か不始末などを起こしたときに後からわかったので返還をさせるという実態が
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あるかどうかという情報をお持ちでしたらば教えていただきたいのと、それから、それと

関連して、こういう就業規則等に返還の規定がない限りは、返還請求権は法解釈上ないと

いうようなことでお考えなのかどうか。これはご自身のお考えというよりは、あるいはＱ

＆Ａで、そういう質問が来たら、どういうふうなご返事を用意しておられるのか。その２

点でございますが。 

【労務行政研究所（園田）】  かしこまりました。前者のほうは、私どもで調査をしたこ

とがないので、返還規定はどのぐらい世の中に設定されているのかわからないのですが、

ニーズとしてはとても高いものがあって、実は私どもの編集部も読者から質問を受け付け

る態勢で、電話が直通番号が書いてございます。そこでよく、やめた後の人間でも不正が

わかったときに戻させたいのだが、というようなお尋ね、あるいは実際、事案は生じてい

ないのだけれども、そういう場合に備えて規定を整備したいのだがというようなお尋ねは、

かなり多くあります。その結果、Ｑ＆Ａのページで紹介したり、さっきの記事をつくった

りというようなことで、記事として対応しております。 

【塩野座長】  そこで、そういうニーズがあるということは、実際問題として返させた

いのだがと。そういうことがある背景には、ほんとうに返してもらいたいということで、

任意に返還を願うと。それで返還してもらったという事例があるかどうかについてはご存

じでしょうか。 

【労務行政研究所（園田）】  そこまでは把握してございません。 

 それから２番目におっしゃられた部分については、これは私の答えではなくて、私ども

のＱ＆Ａを回答してくださる弁護士さんのご回答によりますと、そういう返還させるとい

うような場合、退職金を支給しないという規定があって、初めて可能であって、それがな

いまま、退職した人間を後から懲戒解雇とか、後から戻させることは、それ自体は難しい

ということですね。もし何らかの形で金銭を返させたいなら、損害賠償請求という別の手

段によることになるのではないかというご回答でございます。 

【塩野座長】  そうすると、実態としては、まずないということですね。 

【労務行政研究所（園田）】  先にやめてしまった場合ですか。 

【塩野座長】  やめてしまった後で返還させるというのは、法律的には請求権としては

ないということはおっしゃったとおりだと思いますが、実態としても、なかなかないと。

森戸さん、そういう感じですか。 

【森戸委員】  一言だけ申し上げると、私は、もうちょっと各企業、この規定を結構持
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っているような印象があります。さっきの人事・恩給局の調査で１社だけとおっしゃった

のは、私は少ないような気がしました。労務行政研究所さんとかにも、そういうふうに書

いてあるから、みんな、わりと規定は持っているような印象があります。あくまでも印象

です。 

 それから後半の法的な部分は、有名な功労報償説とか、賃金後払い説といった三晃社事

件という最高裁の判例があるのですが、それは今度ご紹介しますが、それは実は不当利得

返還請求の事件なので、法的に退職金を支給したけれども、何か非違行為があったら、そ

もそも退職金のその部分は発生していなかったのだから、それは不当利得で、それを返せ

という実際の事件がありましたので、だから、法的にも、そういう解釈でお金を戻させる

ということをやろうとした、もしくはやった事件はあると思いますので、法的な解釈は、

さっきも調査にありましたが、規定の仕方によるのですが、多分、法的にそういうものを

基礎づける余地はあるのではないかなと私は思います。 

【塩野座長】  そこは法律問題ですから、ゆっくりと議論をするとして、今日は情報の

交換ということで、最高裁の判例をご紹介いただきました。ありがとうございました。 

 それから、これは単に興味から聞いているのですが、諭旨解雇でやめさせておきながら、

支給しないというのはちょっとひどいなと思うのですが。やはり名目といいますかね。つ

まり、公務員の場合ですと、後々の公務員の資格とかなんかで、いろいろ問題になるとこ

ろだと思うのですが、会社の場合には、全額支給しないという場合の諭旨と、懲戒との法

律的な違いというのはどういうふうにお考えなのでしょうかね。 

【労務行政研究所（園田）】  これは私もちょっとひどいと思うのですが、先ほど申し上

げたような定義を付した調査票上で、あくまでこういう回答があるということのみにとど

まって、それ以上の追求は、この部分についてはしておりませんので、どういう考えに基

づいて、あるいはどういう法律的な背景に基づいてやっていらっしゃるのかまでは把握し

ておらないのですが。 

【塩野座長】  実態はどうですかね。 

【柳瀬委員】  おそらくは、我々も実際相談を受けるのですが、懲戒解雇にすると、本

人の将来に非常に影響を受けるということで、実際は懲戒解雇事由があるけれども、諭旨

にするんだけれども、あなたが諭旨に応じないなら懲戒解雇にしますと。そういってやめ

させている。そういう場合が多いのだろうと思いますね。そういう場合は支給しない場合

もあるし。それから、実質上、ほんとうの諭旨の場合には支給すると。だから、もう少し
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分けてみないと、実際、どういうところで支給されたのか、支給されていないのかと分け

ないと、数字だけでは明確にならないのではないでしょうかね。 

【森戸委員】  だから、先ほどおっしゃった１３ページのところにあるように、諭旨解

雇の注意点のところに、法的には辞職による労働契約の終了だと書いてあるので、柳瀬先

生かおっしゃったように、一応、前の会社を何でやめたんですかという話になったときに、

合意解約ですということを言えるというような含みがあるのではないですかね。だから、

懲戒解雇ではないと。 

【塩野座長】  そういう場合に、素朴な疑問だけれども、退職金を支給しないという理

屈が成り立つのかどうかという点ですよね。当事者がそれで納得しているというのなら、

話は別ですがね。 

【柳瀬委員】  おそらく、実質上懲戒解雇だから支給しないんだよということで納得し

て、辞職願を出させているんだろうと思いますがね。 

【塩野座長】  そのほかに何かございますか。なければちょうど時間になりましたので、

財団法人労務行政研究所のヒアリングを終了させていただきます。園田さん、どうもあり

がとうございました。 

【労務行政研究所（園田）】  どうも失礼いたしました。ありがとうございました。 

【塩野座長】  なお、ヒアリング資料の取扱いについてですが、この資料２－２の懲戒

制度の実態、これは調査報告書の全編でございますので、総務省のホームページには掲載

しません。この場限りの配付資料としていただきたいと思います。よろしくご了解いただ

きたいと思います。 

 それでは続きまして、議事次第の４つ目、総務省自治行政局公務員部の前田給与能率推

進室長から、地方公務員の退職手当制度について、お手もとの資料３に基づいてヒアリン

グを行いたいと思います。よろしくお願いいたします。それでは、前田室長お願いいたし

ます。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  公務員給与能率推進室長の前田でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 お手もとに配付させていただいております資料の４１ページをお開きいただきたいと思

います。資料３ということで、枝番号が以降続いておりますが、これが地方公務員関係の

関連資料でございます。以下、この資料に基づきまして説明申し上げたいと思います。 

 まず地方公務員の退職手当制度の一般的な部分から説明させていただきますと、地方公
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務員の退職手当につきましては、１の「根拠法令等」というところに記させていただいて

おりますが、地方自治法の第２０４条第２項及び第３項、これを根拠にいたしまして、各

地方公共団体の条例により定められるという形になっております。今般議論になっており

ます退職手当につきましても、２０４条の第２項の下から２行目のところにアンダーライ

ンを引かせていただいておりますが、「退職手当を支給することができる。」ということで、

これが法律上の支給根拠になっております。 

 しからば、具体的な中身はどうなのかということでございますが、これにつきましては、

下のほうの○に書かせていただいておりますが、地方公務員法の第２４条第３項に基づき

まして、国家公務員の制度等に準ずるという取扱いになっております。地方公務員法の２

４条３項を下のほうに書かせていただいておりますが、「職員の給与は、生計費並びに国及

び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定めな

ければならない。」ということで、制度的な部分につきましては国家公務員の制度に準ずる

ということを旧来から私どもは助言しているところでございまして、その助言の具体的な

中身といたしまして、国家公務員退職手当法に準じました「職員の退職手当に関する条例

案」、かようなものを作成いたしまして、各団体に対して通知をしておるというものでござ

います。団体のほうでは、この条例案をもとにしながら、各団体の条例で具体的に退職手

当の制度を定めているという構成になっております。 

 おめくりいただきまして、次の４２ページをご覧いただきたいと思います。しからば、

そういった各地方公共団体の退職手当のベースになっております条例案はどんなものかと

いうことでございますが、これにつきましては国家公務員退職手当法に準じたものになっ

ておりまして、以下、基本算定構造、あるいは下の支給率、いずれにつきましても、国家

公務員退職手当法をベースにしたものを各団体に条例案として示させていただいておりま

す。 

 資料の真ん中あたりは法令の紹介でございますので、詳細な説明は割愛させていただき

ます。４５ページでございます。こういった退職手当の対象となっております地方公務員

の種類あるいは数の状況でございますが、下のほうの注釈に出ておりますとおり、平成１

８年４月１日現在で、地方公務員と称する者は約２９９万８,０００人おりまして、その中

で、一般的なイメージで公務員と称されている者は、一番上の一般行政部門となりますが、

ここで１０２万７,０００人ほどおります。それから義務教育ですとか、あるいは高等学校、

こういった学校の先生ですが、こちらのほうが結構いらっしゃいまして、数にいたしまし
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て約１１２万６,０００人と。以下、警察官、消防、それから病院等の公営企業、こういっ

た部門がそれぞれ存在しているという状況になっております。 

 次の資料３－３、４６ページでございます。しからば、大体どれぐらいの金額のものが

出ているのかというものでございますが、上の表の合計欄、一番右端をご参考までにご紹

介いたしますと、６０歳の定年退職者で、公共団体全体の平均といたしまして２,６４９万

５,０００円が出ているという形になっております。なお、それぞれ一般職員、それから教

育、警察官をご参考までに、その状況もあわせて記させていただいております。 

 それから次の４７ページをお開きいただきたいと思います。今回のこの研究会でテーマ

になっております退職手当制度におけます支給制限・返納等について、地方公務員の世界

でどうなっているのかというものを以下ご紹介申し上げたいと思います。 

 まず、先ほど来から申し上げております総務省公務員部のほうで出しております条例案、

これの中におきましては、国家公務員退職手当法におきます支給制限・返納等に関する制

度といったものに準ずるというスタンスで、そういった中身のものを示させていただいて

おります。したがいまして、これは先般、総務省人事・恩給局のほうからも説明があった

と存じますが、国家公務員におけます現行の支給制限・返納等、こういった制度と基本的

に一緒でございます。 

 若干説明させていただきますと、まず支給制限ということで、職員が懲戒免職処分、そ

れから禁錮以上の刑に処せられたこと、それから同盟罷業を行ったこと等により退職させ

られた場合、これが昭和２８年から支給しないという形で支給制限が入っております。ま

た平成１７年に調整額の不支給制度というものが導入されておりますし、これは懲戒免職

以外の懲戒処分、具体的には停職、減給、戒告ということになりますが、そういった場合

に調整額の部分を支給しないという制度が導入されております。 

 それから、退職手当支給の一時差止めでございますが、これにつきましては、起訴中に

退職した場合等ということで、１つには、職員が起訴され、判決が確定する前に退職した

場合、それから、職員が退職した後、退職手当が支給される前に在職期間中の行為につい

て起訴されたと。これらについて一時差止めをいたしますが、※で書いておりますとおり、

禁錮以上の刑に処せられないことが確定した場合には支給されるということで、禁錮以上

という刑の部分、ここの部分で一定の線引きがなされている形になっております。 

 それから、退職者が逮捕された場合でございますが、逮捕されたとき、あるいは犯罪が

あると思料すると至ったときであって、公務に対する信頼を確保し、退職手当制度の適正
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かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障が生ずると認められるとき、支給を一時差し止

めるという制度が平成９年に入っております。これにつきましても※のとおり、禁錮以上

の刑に処せられないことが確定した場合には支給、それから、退職の日から１年以内に起

訴されない場合も支給と。最終的な効果としては、かような線引きがなされております。 

 それから返納制度ということで、これにつきましては退職手当の支給後に在職中の行為

につきまして、禁錮以上の刑が処せられた場合、返納させることができるという制度が導

入されております。昭和６０年からでございます。 

 以下、これらの支給制限・返納等につきましては、諸般のいろいろな事情の中で、順次

追加されてきているという形にもなっておりまして、そういった状況を整理いたしました

のが、次の４８ページの概念図でございます。一番上の昭和２１年以降、黄色で若干濃く

塗っている部分というものが追加されてきておりまして、一番下の状況に至っているとい

うものでございます。 

 以上が一般的な私どもが条例案ということで示させていただいている制度の話でござい

ますが、しからば地方公共団体が、その条例案以外の世界で、こういった制度を設けてい

る例がないのかどうなのかということでございます。実は都道府県と政令指定都市につい

て私どもが調査をいたしましたが、２つの事例が見つかりました。１つには東京都の事例

と、もう一つは京都市の事例でございます。これにつきましては、実はいずれも個別具体

的な事件を契機にいたしまして、それぞれの団体で制度化、条例化されているといういき

さつをたどっております。恐縮でございますが、皆様方のお手もとのほうに、こうした新

聞の記事のコピーがあろうかと思います。 

 まず東京都の例ということで、この新聞記事、皆様方もさらっとごらんになると、あの

事件かと恐らく記憶をよみがえらせることができるような事件ではないかと思うのですが、

この８月に立川警察署の巡査長がストーカー行為を繰り返しておりまして、その当該スト

ーカー行為の対象になった女性を女性の部屋において射殺した後、その部屋の中で本人も

そのピストルで自殺した事件でございます。かなり社会的にも反響が大きかった事件で、

テレビなんかにもかなり取り上げられましたので皆様方もご案内かもしれませんが、この

事件につきましては、本人が自殺しましたので死亡退職という扱いになってしまいまして、

条例の規定上は退職手当が支給されるということで、この退職手当を支給することの是非

というものが大変マスコミ的にも、あるいは東京都議会の中においても問題になりました。

当該ケースにつきましては、最終的には、この新聞の頭書きのところに書いてありますと
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おり、遺族でありますところの両親の方々が、これを受けることを辞退するということで、

個別具体的な案件としては終了したのですが、やはり条例上不備があるのではないかと。

結局、他者を殺害したという非常に大きな殺人事件、現実の話といたしましては、本人が

自殺しているので、ほんとうの真偽はなかなかわからないというのが、おそらく法律上の

整理になろうかと思いますが、極めて犯罪の疑いが強いのではないかというのが、これが

世間的な受けとめ方だったところでございます。にもかかわらず、退職手当が出るのはお

かしいということで、これが条例上の制度の話に波及いたしまして、それで次の新聞記事

でございますが、都のほうでも、条例の改正が検討され、今から申し上げますような制度

が条例の中に入ったといういきさつをとっております。 

 それで恐縮でございますが、資料本体の４９ページをごらんいただきたいと思います。

今申し上げましたとおり、本件は、他者を殺害して本人も自殺したというケースがベース

になっておりまして、そういうことで、あくまでも非違行為を行った者が死亡していると

いうことを念頭に制度がつくられているという形になっております。概要のところに趣旨

みたいなことが書いてありますが、懲戒免職または刑の確定前に死亡した場合、任命権者

は遺族に対する退職手当を不支給とすることができるということで、制度がつくられてお

ります。具体的な中身といたしましては、まず第１に、死亡退職の場合の遺族への支給制

度、まさしく今回、先ほど申し上げました事例に相当すると言えようかと思いますが、在

職中の行為が懲戒免職処分に相当し、退職手当を支給することが公務に対する都民の信頼

確保、退職手当制度の適正実施の面で重大な支障を生ずることが明らかである、かような

ことが認められるときには、任命権者は遺族に対する支給を行わないことができるという

ふうな形にしております。 

 いわば、これを本体といたしまして、それぞれ他のベースのものを補うという観点で、

２で、退職後死亡の場合の支給制限の規定が設けられております。これは先ほど申し上げ

ましたが、１は死亡退職の場合でございますが、２は退職後、まだ退職手当が支給されて

いない時点で死亡した場合で、こういった場合に対しても遺族に対する支給を行わないこ

とができるという規定が入っております。それから３でございますが、遺族の一時差止め

処分ということで、これは先ほど条例案の中で申し上げましたような一時差止めとは性格

が異なっておりまして、１、２に該当する事案であることが考えられるといった場合に、

任命権者が遺族に対する支給の一時差止めができるとなってございます。そして４でござ

いますが、かような遺族に対する支給制限の手続ということが、これは条例ではなく規則
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の中で定められておりまして、こうした遺族への支給制限を判断する際の手続は、各任命

権者が職員に対する懲戒処分を行う場合の手続の例により行うとされております。また支

給制限を行う際には各任命権者は知事に通知すると。遺族への一時差止め処分の手続につ

いては、これは現行の条例にある生存者への一時差止め処分と同じ手続により行うとなっ

てございます。 

 ちょっとご留意いただきたいのは、あくまでもここの手続は各任命権者が懲戒処分を行

う場合の手続の例ということになっておりまして、具体的に念頭に置かれているのは、次

の５０ページのIVというところで「手続の流れ」が示されておりますが、詳細な説明は割

愛いたしますが、端的に申し上げれば、ここで言っている手続は、あくまでも任命権者が、

その任命権者の中で行う手続ということでありまして、現行の地方公務員法の世界の中で

は、懲戒処分を行う場合には、人事委員会とか、公平委員会が関与する制度になっている

のですが、それとはまた異なりますが、ある程度の合議を行うなどの意味で懲戒処分を行

う場合の手続の例により行うとされております。 

 施行日は、平成１９年１０月１２日ということで、先ほどご紹介させていただきました、

この事件と非常に時間的に近接したところで施行されておりまして、やはり非常に社会的

に問題になったということの中で、かなり厳しい作業の中で、条例化まで図られたという

ふうなものになっております。 

 結局、この条例自体が具体的に発動してはおらないのですが、ただ、具体的に対象事案

はどういうものなのかということを私どものほうも、これはあくまでも条例の世界で、ど

ういったもので整理されているのですかと確認しましたところ、５０ページのIIIというこ

とでございますが、一応、その３点ほどに整理しているというお話でございます。当該死

亡者が行った行為であることが明白であると。外形的・客観的側面として、客観証拠など

により判断を行うと。それから第２点といたしまして、懲戒免職処分相当であることが明

白であると。それから３点目といたしまして、公務に対する信頼を損なう重大な行為であ

るということ。内部的には、かような整理がされているとお話としては伺っているところ

でございます。 

 以上が東京都の事例でございまして、以下５１ページと５２ページに関連いたします条

例あるいは規則の規定を掲げさせていただいております。 

 次に、もう一つの例といたしまして、５３ページでございます。これは京都市の例でご

ざいます。これも具体的な事件を背景にいたしましてつくられたものでございます。先ほ
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どの東京都と同様に新聞記事を配付させていただいておるのですが、新聞記事のコピーの

３ページ目をお開きいただきたいと思います。 

 これは京都市におきまして、生活保護を担当しておりました職員が、非常にずさんな事

務処理を行ったということで、まず停職処分、停職３か月というものの懲戒処分を受けた

と。その停職処分を受けまして、この職員は依願退職という形で職を去りました。１８年

４月２１日に、この職員を停職３か月の懲戒処分にしたと。職員は同日、依願退職という

ことで退職したわけでございます。この当該職員に対して退職手当が支給されたと。なお、

若干補足しておきますと、実はこの職員は、ずさんな事務処理もやっておったのですが、

生活保護費約８万５,０００円を着服したということで、市が告発を行っておりまして、結

局、この告発自体は嫌疑不十分で不起訴処分になったといういきさつもあったようでござ

います。 

 ということで、この職員は依願退職という形で京都市役所から職を退いたのですが、次

のページをお開きいただきたいと思います。これは１８年１０月１３日のそれぞれ夕刊な

のですが、市では、職員が４月、不祥事で停職３か月の処分を受け、依願退職と。これは

先ほど、この前のページのところでご紹介申し上げました。ところが、７月に生活保護世

帯の預金を着服していたことが判明ということで、先ほど８万５,０００円程度着服したと

いう話を申し上げましたが、それとはまた別件で生活保護世帯の預金を着服していたこと

が退職後に判明いたしまして、また改めて、この元職員を今度は府警のほうに市のほうで

告発したという状況になったわけでございます。そういうことで、まさしく退職後に不祥

事がまた改めて明るみに出たということになりまして、これもなかなか全国的にはそんな

に大きな話題にはならなかったのですが、地元では大変な反響を巻き起こしたと聞いてお

ります。市議会などから批判されていたとか、市民グループ「見張り番」というところか

らもコメントが出ておりますが、地元でもかなりいろいろ話題になりまして、そういった

ことを受けて、京都市のほうでも独自の形の支給制限・返納等の処分の仕組みを導入する

に至ったとなっております。 

 それがどういうものなのかということでございますが、本体資料の５３ページにお戻り

いただきたいと思います。これは新聞記事の事例で申し上げましたが、専ら念頭に置いて

おりますのは、懲戒処分以外の事由によりまして退職した後に、在職中の非違行為が発覚

した場合ということを念頭に入れております。概要のところに書いておりますが、退職後

に在職期間中の犯罪が発覚した場合、その者がなお在職していたならば、当該犯罪につい
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て懲戒免職の処分を行うことが相当であると認めるときは、市の判断で退職手当を支給し

ない処分、あるいは返納させる処分、こういったことを行うことができるというものを導

入しているというものでございます。 

 IIのところの「具体的な措置内容」でございますが、まず１つには、退職後に発覚した

場合の支給制限ということで、まだ退職手当が支給されていない場合において、その者の

在職期間中に懲戒免職処分に相当する行為があったと認められる場合には、退職手当を支

給しないことができるとされております。それから、退職手当を支給した後ということを

念頭にでございますが、同じく懲戒免職処分に相当する行為があったと認められる場合に

は返納させることができる。ただし、括弧書きで、退職の日から５年を経過した後におい

ては返納させることができないという一定の期間制限は設けられておりますが、返納させ

ることができるという規定が設けられております。 

 次のIIIの「対象事案の考え方」でございますが、基本的には任命権者が判断をするとい

う整理をされているようでございます。 

 以下、ご参考までに５４ページ、５５ページに既存の制度とどういうふうな関係になっ

ているのかという観点で手続がフローチャート的に整理されておりますが、これにつきま

しても、任命権者があくまでも懲戒免職処分相当ということを判断するという位置づけに

なってございます。５６ページには、今ご紹介させていただきました京都市の条例の関係

部分の抜粋を入れさせていただいております。 

 以上が私どもが都道府県と政令指定都市という範囲の中で調べて、こうした職員の非違

行為に着目した独自の支給制限ですとか、差止めというものを入れている例でございます。

以下、５７ページは、平成１４年あるいは平成９年以降、支給制限とか、返納、一時差止

め、こういったものが地方公務員の世界の中で、どのぐらいの件数が出ているものなのか

ということで表として整理させていただいております。 

 話がまた東京と京都の例に戻るわけでございますが、結局、担当の人たちの話を若干い

ろいろ聞いておりますと、とにかく具体的な事件が発生するとなりますと、もともと、か

ような行為に対しては退職手当が出ない、ないしは差し止められると。にもかかわらず、

今回、この職員は同じようなことをやっているのに、何でそれが満額出てしまうのだとい

う、非常に厳しい、世論の追及というものがあるようでございまして、そういった中でぎ

りぎりの作業をするということで、今回のような結果に至ったと伺っております。もろち

ん現行の退職手当制度、条例の中ではこうなっているのですよという説明は当然、東京都
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ないしは京都市の職員もいろいろ関係者にされたようなのですが、非違行為が具体的に起

きた段階においては、そういった説明というものが世間相場的にはなかなか通りにくい部

分が正直言ってあります、というコメントが私にとりましては非常に印象的だったという

ことでございます。簡単でございますが、私のほうからの説明は以上でございます。 

【塩野座長】  どうもありがとうございました。それでは委員、あるいは事務方のほう

から質問等があれば伺います。 

【阪田座長代理】  京都の事例ですが、これは確認ですが、本人が生存しているという

ことが前提になっているということですかね。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  そうですね。死亡というものを念頭には制度は

つくられていません。 

【阪田座長代理】  その後死んでしまって、もちろん退職後ですが、死んでしまった場

合は適用がないと。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  それは対象者がもういなくなっていますので、

さすがにその場合にも遺族に対して懲戒免職相当の行為を行うということは、京都市のこ

の条例からは、とてもじゃないけれども、読めないと思いますので、それは念頭にないと

いうことでございます。 

【阪田座長代理】  それから、普通、地方公務員の場合、懲戒処分をした場合には、あ

る種の不服訴訟というか、それができるわけですよね。公平委員会や人事委員会に対して。

そういう手続は本件の取返しについては全くないと。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  そこはご指摘のとおり、現行の地方公務員法の

世界の中では、そういった不利益処分に関する不服の申立てということで、本人に対する

説明書の交付から始まりまして、その内容に不満があるということがありますと、公平中

立な形で設けられております人事委員会ないしは公平委員会に対しまして不服の申立てが

できることになっております。人事委員会、公平委員会で一定の検討を行った上で一定の

結論が出されたもの、それに対して処分の対象になった方は訴訟等の手続に移行するとい

う一定の手続が制度上予定されておりますが、今回、ここでご紹介申し上げました懲戒免

職処分相当ということにつきましては、そういう形の処理がなされるという形で規定はさ

れておりません。 

【塩野座長】  一般的なことで確認しておきますが、東京都及び京都市の条例案につい

ては、前もっての相談とかということはなかったということでよろしいですか。 
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【総務省自治行政局公務員部（前田）】  事前にいろいろなご相談するという時間的余裕

が彼らにもなかったのだと思います。私どものほうにも、個別具体的な形での相談はござ

いませんでした。結果、こういうものができましたという形になります。 

【塩野座長】  だから、これから指導に当たる方から見て、ここはこういうふうに理解

されると。ここはこういうふうに了解できるというようなことでご返事いただければと思

います。 

 私から一つですが、東京都の場合には返還のところの手当はしていますか。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  ないです。まあ、基本的な考え方として、あく

までも今回の立川警察署の事件というものを念頭に置かれていまして、とにかく死亡退職

した場合というのが念頭に置かれております。したがって、具体的な事例として、返還を

その後していただくということは、法律論から言えば、その辺の整理は当然しなければな

らないというのは認識されるのですが、具体的な事例として、ないだろうということで、

入っていないということでございます。 

【塩野座長】  わかりました。 

【阪田座長代理】  なかなか立川警察署のような外形上も蓋然性が高いといいますか、

相当客観的に明白であるという場合はいいのですが、収賄罪であるとか、談合に関与して

いるとかというもので取り調べ中で被疑者が死亡すると。在職中の職員が。そういう場合

にはどうするんですかね。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  なかなかその辺は難しいところで、当然、我々

もそういう問題意識は持っておるのですが、結局、返ってくる答えとしましては、５０ペ

ージの先ほどさらっとご紹介いたしましたが、IIIのような抽象的な整理しか現段階ではし

得ないということのようでございます。 

【阪田座長代理】  明白というものの読み方なのですが、要するに明白ではないと。何

と言うのですか……。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  そうですね。その辺は一人だけが判断するので

はなくて、審査会でたくさんの意見を聞きながら、これは明白ですかねと。例えば、今回

のような本人自身が自殺されたようなケースにしても、あくまでも限りなく黒に近いとい

う言われ方は確かにされておりますが、ほんとうに最終的にそうなのか、どうなのかとい

うのは、結局、刑事手続を経ることなく本人が亡くなられたということもありましょうし、

真相はどうなんだと言われるとわからないというのが、ほんとうは答えなのではないかと。
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ただ、女性が殺害された同じ部屋で本人が亡くなっていたということもあるので、きっと

その人がやったに違いないと。それ以外ないだろうという話の中で来ているのですが、一

般論として申し上げれば、どういった形で行為が行われたのかというのは一定の手続で確

定させる必要があると思っておりまして、現行制度の中にも、刑事手続を経るとか、ある

いは懲戒処分についても、先ほど申し上げましたような本人からの弁明という形を用意す

る。不服申立てのような制度みたいなものを設けられているわけでありまして、事実の確

定というのは、かくも難しいものなのだから、それにふさわしいやり方というものは考え

るべきではないのかなと個人的には思っております。 

【阪本人事・恩給局次長】  よろしいでしょうか。５０ページの「対象事案の考え方」

の３の公務に対する信頼を損なう重大な行為であることと。これが書いてあるところなの

ですが、これは懲戒免職相当であったとしても、そういう信頼を損なうような行為でない

場合には出せるということですね。通常の懲戒免職の場合よりも、いくらか条件を厳しく

しているということでよろしいのですか。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  東京都の考えはそうです。単純な懲戒免職処分

相当だけではなくて、やはりそれに加重した形で、公務に対する都民の信頼確保、あるい

は重大な支障ということで、そういったものをつけておられます。 

【阪本人事・恩給局次長】  場合によっては、情状で出す場合もあると。そういうこと

なのでしょうかね。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  考え方としては、それはあると思います。 

【阪本人事・恩給局次長】  ありがとうございました。 

【塩野座長】  ここで１１条の２の「明らか」というものがくせもので、行政事件訴訟

法の義務付け訴訟や差し止め訴訟のときにも「明らか」という意味は一体何なのかという

ことを随分議論しまして、「明らか」というのは、田中二郎先生の「重大明白」とは違う意

味であると。そういうことが「明らか」であるということですから。この運用の事例では、

明白であると言っていると、この「明白」というのが一見明白なのか、客観的明白なのか

運用といいますか、解釈は大変だろうと思いますし、我々も、こういうものを前提にして

どういうふうに考えたらいいか、勉強させていただきたいと思っております。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  若干補足して申し上げますと、東京都としては、

４７ページに、これは国家公務員の制度にも入っておりますし、私どものほうで条例案と

いうことで示させていただいておりますが、この一時差止め等の中の下のほうの対象者が
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逮捕された場合、この犯罪があると思料するに至ったときのケース、これを一応、参考と

いうのか、下敷きにしたというお話は聞いております。 

【塩野座長】  ４７ページのどこですか。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  真ん中の下段の条例案でいうと１２条の２と書

いてあるところです。こちらの逮捕されたときと、犯罪があると思料するに至ったとき、

この２つのケースがここでは入っているのですが、この後段の犯罪があると思料するに至

ったときであってということで、その後ろに公務に対する信頼の確保、あるいは円滑な実

施を維持する上で重大な支障、これを一応参考にはされたという話は聞いております。 

【阪田座長代理】  これは差止めですからね。起訴休職みたいなので、それはそうでし

ょうが、支給しないという話とは……。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  そこも実は大きな、今後、この研究会でご議論

いただかなければならない点かなとは思います。ご指摘がありましたとおり、一時差止め

というものと、もちろん裁判という手があるだろうという話は別にいたしまして、最終的

な効果というものを同列で論じることができるかどうかということは大きな論点かなと思

っております。 

【塩野座長】  ほかに何かございますか。 

【角委員】  今、経緯を伺っていますと、東京都も京都市も地元というか、東京都の場

合は、結構全国的な話となりましたが、やはり非常に苦情が来たので、とにかくこの事態

を打開するためという形でつくられていますよね。そうすると、いろいろな自治体で、こ

ういう話は、好ましくないけれども、起こる可能性は結構ありますね。そうすると、いろ

いろなパターンが起こるたびに、Ａ市は条例で、こういう退職金を返せという規定をつく

るというふうに、また同じようなものの経緯で返還なり、不支給という条例がつくられる

可能性は感覚としてどうでしょうか。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  感覚的な感じから申し上げますと、確かに現行

の退職手当制度でも、言い方は悪いのかもしれないのですが、とらまえていない非違行為

が仮に発覚したとしても、それが一般的な場合には、大体、現行制度を説明することによ

って、そういうことを批判されていらっしゃる方に対しての了解も得られるものと我々は

思っております。ただ、今回のような東京都の話ですとか、京都市のような話、これは非

常に事件性が高いというのでしょうか。例えば東京都の場合も、本来ならば都民を守るべ

き警官が職務上の必要に基づいて使わなければいけないピストルを、ストーカー行為を繰
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り返したあげく、射殺したとされる事例でもございますし、あと、京都市の場合につきま

しても、生活保護世帯の預金を着服していたという極めて悪質極まりないというのでしょ

うか。ですから、このような人たちに対して退職手当を支給していいのかというように、

感情論に非常に結びつきやすかった事例かなと思っております。もちろん、懲戒処分ない

しは懲戒処分相当行為というのはいろいろあるわけでして、その中にもここまでの世間の

怒りを買うというようなものはそうそうないと考えてもよろしいのではないかなと思いま

す。 

 それから若干補足しておきますと、京都市の事例は、最終的に、この条例自体が発動す

ることなく、当該職員が懲役２年、執行猶予付きではあるのですが、判決が確定いたしま

して、そういう意味では、この条例の制度ではなくて返納しなければならないという事態

に至っております。実際にはまだ返納されていないようなのですが。ですから、京都市の

例も厳密に申し上げれば、この条例自体が発動して返してもらっているということにはな

っていないということでございます。 

【津村補佐】  よろしいですか。それは、この条例はさかのぼって適用されるような書

き方になっていたということでしょうか。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  失礼しました。そういう意味ではございません。 

【塩野座長】  行政法的な質問で恐縮ですが、先ほどの阪田さんの質問にも関係するの

ですが、京都の退職手当の返納というのがありますね。一部返納させることができると。

これは返納請求権が客観的に出ているということで、請求権を行使するというだけの話な

のか、それとも返納しなさいという命令を出して、それを処分的に構成させるということ

なのか。その辺は、これをさらっとごらんになって、どういうふうにお感じになりました

かね。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  率直な印象で申し上げますと、そこの部分はは

っきり整理されていないと。つまりご指摘がありましたように、本来ですと２段階の構成

ということが考えられるわけですが、そこは明確にはされていないというのが、この例で

はないかなと。だから、ご指摘のあったように、制度を構築するに際しては、その辺のと

ころもきっちり議論する必要は十分あるのではないかなという認識は持っております。 

【山本委員】  ５６ページの条例を見ると、１４条ですが、返納させるべき事由が（１）、

（２）とあって、２項で「前項の規定による退職手当の全部又は一部の返納させる処分に

ついて準用する。」となっているので、処分ということではないでしょうか。 
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【塩野座長】  うん。処分ということでやっているのかな。でも、何かそういう感覚で

は読みにくいですね。 

【山本委員】  ええ、非常にひねった規定になっています。 

【塩野座長】  もとの条文が「させることができる。」だからね。 

【山本委員】  ええ。だから、もとの条文を読むと意味がよくわからないですね。 

【塩野座長】   条例案をおつくりになるときは相当いろいろなことを考えられたと思う

のですが、そのときは、我々の議論の進め方にもよりますが、返納という事態を想定され

ていると。そういうことなのですかね。つまり、ある自治体で一般的につくるときに、返

納の規定がもし置かれないと、これは返納ということはなくてもいいのだなという一種の

情報を提供することになるのですが、その点は多少、もう既にお考えのところがあれば教

えていただきたいのですが。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  残念ながら、私ども独自の中での整理というの

はまだ、この問題についてはできておりません。むしろこういう形で、こちらの研究会が

始められているということもございますし、根っこの部分で国家公務員の制度に準ずると

いう形で、地方公務員退職手当のほうも運用しておりますので、こちらのほうの議論の結

論をいただく中で、地方団体のほうにはいろいろ話をさせていただきたいなと思っており

ます。 

 ただ、実は当然、我々も実務的な観点を含めて、こういったことを考えておく必要があ

るのではないかなと。特に私どもは現場を抱える立場でございますので、思いますのは、

例えば今回の京都市のような懲戒処分相当行為というのが退職後にあったと。そういった

ものは、一体、いつまで、しかも過去さかのぼっていつまで問い得るのかと。しかも、そ

れを行うのは単純に退職時点の任命権者でいいのか。つまりご案内のように、昨今の公務

員も就職してから退職するまで１人の任命権者のもとで勤め上げるという方は、まあ、も

ちろんいらっしゃいますが、広い意味で人事の交流ということで、いろいろなところを回

られます。特に昨今は民間との交流なんていう話も出ておるので、そういった観点からい

たしますと、仮に懲戒免職処分相当というものの観念を認めるにしても、線の切り方にし

ても、どこをどういうふうに工夫しながら切るのかというのは相当慎重にやはり考える必

要があるのかなと思っております。ちょっと出過ぎたようなお話で申しわけございません。 

【塩野座長】  いえ、どうもありがとうございました。私がお尋ねした趣旨も、やや似

たようなところもあるのですが、要するに地方団体の場合、いろいろな職員を抱えておら
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れる。地方団体が抱えている職員から見ると、こういったのはどうも実効性がないのでは

ないかとか、返納の場合でも亡くなった場合はどうするかとか、それから今のように、い

ろいろなところを歩いておられるような方の場合、どうするかとか、それは地方公務員の

特色であるかもしれないし、しかし、今は国家公務員にもかなり参考になるような事案を

前提にしての情報提供ということもありますので、地方の実情について我々も参考になる

こともあろうかと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【西藤参事官】  ちょっと京都市のさっきの施行日の話があったのですが、１月１日か

ら施行するというのは、それ以後に退職する者からということですか。そこの適用のさせ

方なのですが、やめてから５年間は返納させることができるのだから、適用は、それ以降

に退職した者についてということでしょうね。 

【総務省自治行政局公務員部（前田）】  常識的に考えると、そうだと思いますが、ちょ

っと、それは確認させてください。 

【塩野座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、議事次第の最後でございます。「その他」ですが、前回の会合で委

員からご指摘のあった事柄につきまして、事務局から説明をお願いいたします。 

【中島参事官】  それでは資料４－１以下、ご説明をさせていただきます。 

 まず資料４－１、５８ページでございます。「各省各庁等における支給制限・返納等の件

数」ということで、先週も同じような資料をご説明したのですが、今回、一つ欄を加えて

おります。①のほう、上のほうの右から２つ目、調整額不支給というものを加えさせてい

ただきました。前回の議論の中で、阪田座長代理のほうから、これ以外にも退職手当の、

いわゆる民間で言うポイント部分について一部不支給という制度があるけれども、その部

分についてどういう状況なのかと。あるいは、その辺の条文の取扱いについても、ご質問

がございましたので、改めて各省のほうに数字を問い合わせましたところ、この調整額と

いう部分につきましては、懲戒免職には至らないけれども、停職、減給あるいは戒告が退

職前３か月にあったような場合については出ないというものが、平成１８年の施行以降、

これまで３４件ございました。 

 中身のほう、どういう場合が出ないのかということは、この間も簡単にご説明しました

が、改めまして５９ページを見ていただきますと、まず法律のほうの支給制限の第８条２

項２号のところでございますが、「その者の非違により退職した者で政令で定めるもの」と

ありまして、下の政令第９条の５で、「その者の非違により退職した者で、退職の日から起
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算して３月前までに当該非違を原因として国家公務員法第８２条の規定による懲戒処分

（懲戒免職の処分を除く。）又はこれに準ずる処分を受けたものとする。」ということで、

３か月以内に何らかの処分を受けた者なのですが、その前提として、その者の非違により

退職した者でということが政令上明記されておりまして、この部分につきましては、その

下にございます運用方針におきまして、第８条関係の第２号のところを見ていただきます

と、「その者の非違により退職したものかどうかについては、特に慎重に判断するものとし、

例えば」ということで、以下の何号かに掲げているものについては該当しないとしており

ます。ここに書いておりますのは、この非違が行われる以前に、もう既に辞職の意思を表

明していた場合とか、あるいは死亡退職してしまったとか、あるいは定年退職した場合と

いうものが明記されております。 

 続きまして資料４－２でございます。６１ページでございます。この点につきましては、

座長のほうから恩給法の経緯につきまして少し調べてみるようにというお話がございまし

たので、我々のほうは資料のある限りということで、恩給法制定時にさかのぼって整理を

いたしてみました。まず「１ 恩給の受給権の失格」ということでございますが、現行の

恩給法、真ん中の四角でございますが、１号の懲戒免職した場合であるとか、２号の在職

中、禁錮以上の刑に処せられたとき、現在、その場合には恩給をもらう資格を失うとなっ

ておりますが、この規定をさかのぼってみますと、大正１２年の制定時にも既にございま

した。１号のところを見ていただきますと同じような規定がございます。それから、２号

のところにも在職中、こちらのほうは陸軍刑法もしくは海軍刑法の場合は懲役１年以上、

それ以外は禁錮以上と、ちょっと段差があるのですが、いずれにしても、この当時からの

規定でございます。その背景につきましては、当時のコンメンタールのようなものを見て

みますと、本条を置くのは官紀維持の上やむを得ないということで、陸軍刑法等と一般の

法律とで差がありますことについては、陸軍刑法等のほうは比較的刑が重いので１年以上

と縛ったと。それ以外のものについては、禁錮以上になれば資格を失わせると。この当時

からあったものでございます。 

 続きまして６２ページでございます。既に受給権を得て受給した者が、その後、どうい

う場合に、その権利を失うのかと。年金恩給権の消滅ということで、これも一番下のとこ

ろを見ていただきますと、まず現行におきましては、死亡したとき、２号のところで、３

年を超える懲役または禁錮の刑のとき、それから国籍を失ったときと。それから第２項の

ほうで、在職中の職務に関する犯罪により禁錮以上の刑に処せられたときは、その権利を
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消滅するという規定になっております。これにつきましても、ずっとさかのぼっていきま

すと、まず一番最初、制定時でございますが、この当時は懲役もしくは禁錮が６年以上の

ときには権利を失うとなっておりました。これは当時の刑法におきまして６年以上が重罪

に当たるということから、６年となったものと。次のページに少し書いてございますが、

そういうことのようでございます。それ以降、昭和８年に第２項のところ、在職中の職務

に関する犯罪で禁錮以上の刑のときには権利を消滅するというものが昭和８年に入ってお

りますが、これは前のページで先ほどご説明いたしました受給権の失格のところとの均衡

を維持するために、やめた後であっても、職務に関するもので禁錮刑になれば、権利が消

滅するというものをつけ加えたということのようでございます。ただ、消滅させるときは

職務に関係すると限っておりますのは、当時の国会の答弁なんかを見ますと、主に官紀事

務の方面から、職務に関係ないような犯罪までについては追及しないということのようで

ございます。その後、昭和２１年あるいは２２年、それぞれ禁錮については２年を超える

場合、あるいは３年を超える場合というように改正が行われてきておりますが、これにつ

きましては、どうも執行猶予がつくような犯罪が懲役または禁錮２年以下、あるいはその

後、３年以下と改正されてきたことに連動して、懲役刑等で執行猶予がつかないような刑

に処せられた場合には消滅させるという改正を行ってきたようでございます。６３ページ

のほうに、こうしたことについての解説をつけております。 

 ６４ページでございますが、制度の変遷図です。これは先ほど前田室長からご説明があ

りましたので省略をさせていただきます。基本的には、国、地方とも同一のものでござい

ます。 

 ６５ページでございます。「外国における公務員の退職一時金と支給制限」ということで、

とりあえず未定稿ということで、現時点において調べられた状況についてご報告させてい

ただきます。 

 まずイギリスですが、イギリスにおきましては、公務員年金制度において、２００２年

９月までの採用者には年金とともに、年金３年分の一時金が支払われることになっており

ます。２００２年１０月以降の採用者については、基本的には年金なのですが、年金を減

額することによって一時金を受け取ることが可能となっております。これらの退職給付に

つきましては、（２）にございますように、機密漏えい罪で１０年以上の刑に処せられる、

あるいは②のところの国家に重大な危険を及ぼしたか、公務の信頼を深刻に損なうことに

責任があると各大臣が認定する行為を行った場合、あるいは③にありますように、職務に
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関連し、犯罪、怠慢または詐欺的な行為または不作為によって、国家に負債を負わせた場

合における、その負債の限り、これらの給付をとめる権限が公務員担当大臣にあるようで

ございます。それから（３）でございますが、退職給付をとめられた者は公務員不服審査

委員会というものに訴えることができるとなっておりまして、この委員会は内閣府の独立

委員会で、公務員の勤務条件一般についての審査を行っているようでございます。構成と

いたしましては、まず民間部門の人事実務に長けている者から任命される議長、それから

使用者側に指名される人事管理部門のほうから１人の副議長と９名の委員、それから組合

に使命される組合関係の方から１人の副議長と９人の委員というような構成となっており

ます。 

 続きまして米国の例でございますが、アメリカの連邦政府の公務員に対しましては、１

９８３年以前の採用者には、CSRSという確定給付型年金、８４年以降の採用者には社会

保障年金の上積み部分としてFERSという確定給付型年金、確定拠出型、積立貯蓄が用意

されております。このうちCSRS及びFERSでは、積立期間が年金給付に満たない場合には

一時金が支払われるということのようでございます。６６ページのほうに、支払われない

場合が書いてございますが、安全保障に関する罪、あるいは基本的には②のところも、や

はり安全保障に関することについての裁判所または議会での偽証。③の場合は、こうした

ことで起訴されていることを承知で１年以上、米国外にとどまった場合。④は、自己の外

国政府との関係について、または安全保障に関することについて裁判所または議会での証

言を拒んだ場合等々、このような場合には支払われないことがあるとなっております。

（３）にありますように、このような理由によって年金制度上の給付が支払われなかった

場合には、本人が負担した金額は還付をされると。また恩赦がなされた場合は年金受給権

も復活するということでございます。 

 さらに韓国の状況について調べてみますと、韓国には退職手当という制度と名誉退職手

当という２つの制度があるようでございます。まず通常の退職手当のほうでございますが、

６６ページ下のほうの（１）にございますように、１年以上在職して退職または死亡した

ときには、年金法に基づいて年金管理公団のほうから報酬月額と在職年数ごとに定められ

た率を乗じた額が退職手当として支給されると。これは国または地方公共団体が資金を負

担するようでございます。ただし、（２）にございますように、内乱、外患、反乱もしくは

利敵または国家安全保障法上の罪を犯して、禁錮以上の刑を受けた場合には、この退職手

当は支給されない。それから在職中の事由で禁錮以上の刑を受けたとき、または弾劾もし
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くは懲戒によって罷免になったときは２分の１を減額されると。さらに金品もしくは供応

を接受し、または公金の横領もしくは流用で懲戒解任になったときは４分の１の減額をさ

れるということでございます。（３）のところで、退職後に在職中の罪で禁錮以上の刑を受

けた場合には、これは給与を受けた後、給与の事由が遡及して消滅した場合に該当すると

して、還収金として退職手当を返納しなければならないということになっているようでご

ざいます。６７ページの（４）のところでございますが、退職手当を含めた給与に関して

異議のある者は、公務員、医療界、法曹界及び社会保障に関する学識経験者７人～９人で

構成する公務員年金給与再審委員会に審査請求するという制度がございます。 

 こうした一般の退職手当のほかに、名誉退職手当というものがございまして、２０年以

上の勤務を行った者等であって、定年の前に辞職する場合には、国家公務員法に基づいて、

俸給月額と定年までの残余期間に応じた名誉退職手当が支給されるようでございます。た

だ、これにつきましても（６）にありますように、懲戒議決要求中の者、懲戒処分によっ

て昇進任用制限期間中にある者、刑事事件で起訴中の者、そのほか、警察等において非違

調査もしくは捜査されている者は名誉退職手当の支給対象とはならないとされているよう

でございます。（７）にありますように、名誉退職手当を支給された者が在職中の事由によ

って禁錮以上の刑を受けた場合には、全額、これを返納しなければならないという規定も

ございます。 

 以上が、米国、イギリス、韓国でございますが、そのほか、ドイツ、フランスについて

は、いずれも私どもが今調べます限り、退職手当に相当するものは直接ございませんで、

それぞれ年金というものがありまして、例えばドイツについては、１年以上の禁錮刑にな

りますと、公職追放となり、またそれに伴う権利の制限ということで、年金がとまるよう

でございます。さらにフランスについても、これも年金ですが、人道に関する罪で有罪に

なった場合には財産が没収になるということで、これに基づいて年金受給権についても消

滅するというようなことでございました。現時点までで調べたところは以上でございます。 

【塩野座長】  どうもありがとうございました。もう時間がまいりましたので、これに

ついて議論をすることはいたしませんが、アメリカで判例が出たということで、事務局の

方であそこをフォローしておいていただけますかね。それから、ドイツの場合は、今の年

金というのは恩給の話だと思いますが、その辺もドイツの場合は官吏とアルバイターの区

別があったりしますので、時間があれば、山本さんのほうでも多少、事務局と相談して、

ドイツの場合、具体的にどうなっているか。まだそんなに急ぎませんから。時間を見て調
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べておいていただきますかね。 

【山本委員】  わかりました。 

【塩野座長】  フランスは、行政法のほうでフランスの公務員制度を勉強している人が

いますので、その方にも私から聞いてみることにいたします。そのほかに、ここでは、こ

ういうことがあるという諸外国の例で情報があれば、適宜、委員の皆様方からもいただく

ようにしておきましょう。 

 何か特に追加することはございますか。 

【阪田座長代理】  ちょっと今の韓国の（２）と（３）が不整合な感じがしますので。

要するに在職中であれば、特定の罪は除いて２分の１の減額、あるいは４分の１と。それ

で退職後は全部返すということになっているのですが。 

【津村補佐】  これは消滅するはずの部分についての還収ができるということですので、

（３）について全額ということではございません。要するに、すべてについて全額という

ことではなくて、それぞれの要件に応じてということになります。それぞれの罪に応じて

ということになります。 

【阪田座長代理】  なるほど。わかりました。 

【塩野座長】  それでは、大体予定していた時間がまいりましたので、今日はこれで終

わらせていただきます。 

 次回の日程につきましては１月８日ということで、民間の実態について、森戸委員から、

主な判例をご紹介いただくほか、公務部門の実態につきましては、厚生労働省、警察庁か

らのヒアリングを行う予定であります。詳細につきましては、事務局からご連絡をいたし

ます。 

 何か特に事務局からございますか。 

【総務省自治行政局公務員部（岡田）】  京都市の条例の適用でございますが、施行期日

は１月１日施行ですが、適用については、施行日以後になされた犯罪について適用し、既

になされた犯罪については適用外ということでございます。 

【中島参事官】  あと一言、ご報告ですが、この後、記者ブリーフィングを私からいた

します。 

【塩野座長】  それでは、よいお年をどうぞお迎えください。 
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